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　平成の時代には、地域の医療が機能
別に細分化されていった。その中で医
療計画に含まれた地域医療構想は、今
後の人口減少、さらには人口構造の変
化を念頭に、2025年における病床の必
要量を出した点に注目が集まっている。
ただ、あくまでも通過地点の推計病床
数を示した形で、2025年以降はさらに
医療需要が減ることを認識しておく必
要がある。
　医療需要をどう保っていくかは今ま
で個々の病院がそれぞれ考えてきた
が、今後は地域の医療をどのように守っ
ていくかを、各構想区域の調整会議で
医療機関同士が話し合って進めていく
ことになる。

　例えば佐賀県では、調整会議以外に
2年間に50回以上の意見交換会を開催
し、病院間の対話と信頼を深めた。地域
医療構想は人口問題から考える“天気
予報”と捉え、その予報を参考に関係
者が現場での実感などを踏まえて地域
で必要な入院機能の検討を進め、各病
院の役割の調整が有効に動き出して
いる。
　各都道府県が導入に動いている4つ
の医療機能（高度急性期、急性期、回復
期、慢性期）の定量的基準は、各医療機
関が医療機能を選択する際に機械的に
当てはめる基準ではなく、機能や供給量
を把握する際の目安とするものである。
病床機能報告はあくまで定性的なもの

であり、判断は各病院に委ねられる。
　各病院が自院の今後の方向性を検討
する上で、地域医療構想関連のデータや
調整会議での議論の内容を理解してお
けば、対処の仕方は大分違ってくる。自院
の医療機能の現状維持に縛られることな
く、地域によっては病床のダウンサイジ
ングも視野に入れるべきではないだろう
か。民間病院で減価償却が残っている場
合、病床規模を縮小したくても踏み切れ
ないことがある。しかし今後はダウンサ
イジングする際も地域医療介護総合確
保基金を活用できるようになってくる。ポ
スト2025年に向けて、最終的に自院が
いかにソフトランディングするか、将来を
真剣に考えていかなくてはならない。

　地域医療構想は、県が病院に強制す
る施策ではなく、マーケティングである
と捉えている。今後の医療需要予測の
データを示し、各病院が将来の自院の
あるべき姿を考える際の参考にしても
らう仕組みだ。
　奈良県では、緊急や重症の患者を受
け入れる「断らない病院」と、介護・生活
支援機能を強化した「面倒見のいい病
院」という概念を提唱している。
　例えば県南部の南和医療圏では、医
療機能が似通った3つの公立病院を、
「断らない病院」である急性期病院と、
回復期・療養期を担う2つの病院に機能
分化し、医療提供体制を再構築し機能
が大きく向上した。

　一方、急性期医療を多くの小・中規模
の病院が担う地域では、医師をはじめ医
療資源が散在し、地域の急性期医療の
機能はあまり高くない。
　急性期病院の散在は全国的な問題
で、小規模病院しかないため救急医療
など急性期医療の確保が難しい地域も
あれば、大規模病院が狭いエリアに集
中して患者確保競争に陥っている地域
もある。いずれも、急性期医療の集約化
が処方箋となる場合が多い。地域医療
構想では「病棟」の機能に着目して「病
床数」を主な評価指標としているが、急
性期指標との相関が高い傾向にある
「医師数」にもっと着目して、急性期医療
の集約化や再編を図っていくべきでは

ないだろうか。
　一方、在宅医療・介護事業所との連
携、在宅患者や施設入所者の状態悪化
時の受け入れなどを担い、生活も含め
た広い範囲を見る「面倒見のいい病院」
の整備も重要。奈良県では、こうした機
能を指標化し、機能の発揮、連携の強化
を推進している。
　全国の多くの地域で、過剰な急性期
病床の回復期病床への転換が地域医
療構想の目的と捉えられている傾向が
あるが、本来は入院医療の市場規模の
変化・縮小に見合った提供体制の改革・
集約化である。各医療機関は、10年先
の将来を見据えて行動していくことが
重要である。

　東埼玉総合病院（埼玉県幸手市、173
床）は、県北東部の7市2町から成る人
口65万人弱の利根医療圏にある。人口
10万人当たり医師数が全国最下位の
埼玉県でもさらに少ない地域で、全国
平均240人の約半分の130人である。
老齢人口は2025年まで増加し、高齢化
率30％を超えた市もある。
　地域医療構想の構築には、二次医療
圏をベースとした構想区域ごとに地域
の実情に沿った医療提供体制の構築が
必要になる。「大都市型」「地方都市型」
「過疎型」に分類すると、利根医療圏は
地方都市型だが、一部には過疎型も含

まれている。
　県の地域保健医療協議会では、①周
辺の医療圏に満遍なく入院患者が流
出、②病床利用率が県内で最低、③
2025年の病床の必要量のうち慢性期
病床は不足が見込まれるが、病床機能
報告の病床数は充足、④在宅療養支援
診療所等、在宅医療を提供する医療機
関が人口に比して少ない、との特徴の
説明を受けた。現在は、地域保健医療計
画の推進のために設置された地域医療
構想協議会で地域医療構想の議論が進
められている。
　今も昔も、病院経営の一番の課題が、

入院患者を増やすことであるのは変わら
ない。中小病院が今後生き残るために
は、まず、大資本病院による自院完結型
医療を阻止すべきである。地域医療構想
で地域完結型医療（機能分化と連携）を
進められれば、中小病院の生き残りにつ
ながる。このため、調整会議の議論を逐
一チェックし、郡市医師会が中心となって
県へ意見していくことが必要だろう。
　病院同士が緩やかな連携を開始し、相
互の信頼関係を構築しておけば、やがて
来るかもしれない病院間の経営統合の
準備にもなる。地域医療連携推進法人
の設立はその一助となるだろう。

地域医療構想の
本格化を見据えた病院経営
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三島氏は、自院のある二次医療圏における地域医療構想調整会議の
議論を踏まえ、中小病院の生き残り策を解説した。
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織田氏は、地域医療構想の背景や方向性を解説し、医療需要が縮小する
ポスト2025年に向け、自院の機能や規模を検討する重要性を説いた。
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2025年に向けた医療提供体制の再編を話
し合う地域医療構想が注目されているが、全
国341の各構想区域における調整会議の議
論は当初の想定通りに進んでいるとはいえな
い。厚生労働省は昨年8月、都道府県に対し
て、病床機能報告の医療機能の選択に関する
「定量的な基準」の導入を2018年度内に求
める通知を出し、議論の活性化が図られた。
医療行政に影響力を持つ病院団体幹部、全
国に先駆けて地域医療構想の実現を進める
自治体担当者、民間病院経営者などが登壇
し、医療経営の行く末を探るセミナーが開催
され、会場を埋め尽くした聴衆が注視した。

医療マネジメントセミナー 2019 Winter 誌上レビュー特 別 広告 企 画

地域医療構想に病院はどう対応すべきか

埼玉県利根保健医療圏の取り組み
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林氏は、地域医療構想を踏まえ、入院医療の市場規模の変化・縮小に見
合った形で提供体制を改革・集約化する、奈良県独自の施策を解説した。
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地域医療構想は医療の課題をどう解決するか
～奈良県の模索と今後の展望～


